
 

 

          

 

 

 

  株式会社 寿々 

ひなたケアカレッジ 

喀痰吸引等登録研修機関 
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（名称・所在地） 

第１条 本研修は次の事業者（以下「当会」という）が実施する。  

名称       株式会社 寿々 

代表者氏名    中村 充 

所在地      愛知県名古屋市中村区本陣通５丁目８７－１ 

ＴＥＬ：（０５２）４６２－９５７６ ＦＡＸ：（０５２）４６２－９５７５ 

 

 

（設置目的） 

第 2 条 平成２４年４月より制度化された介護職員等による喀痰吸引等の実施に伴い、必要なケア

を安全に提供する介護職員等を養成することにより、地域で暮らす高齢者及び障がい児・

者等に対し喀痰吸引等業務を提供でき、地域福祉の担い手として貢献し、社会福祉の向上

に寄与する人材の育成を目的とする。 

 

 

（名称） 

第 3 条 前条の目的を達成する為に、次の研修事業（以下「研修」という）を実施する。  

  「ひなたケアカレッジ 介護職員等への喀痰吸引等研修（第一号研修及び第二号研修）」 

 

 

（研修の要旨） 

第４条 当会は前条の目的を達成する為に次の要旨の通り研修を実施する。  

 

（１） 講義及び演習は以下の場所とする 

・学びーずセミナールーム 

〒４５０－０００３ 愛知県名古屋市中村区名駅南２－１０－２２            

ORE 名駅南ビル７階 

株式会社ジョイメディクス 学びーずセミナールーム名駅南 

電話：（０５２）５５１－３１１９  FAX：（０５２）５５１－３０３５ 

 

・株式会社 寿々 ２階会議室 

〒４５３－００４１ 愛知県名古屋市中村区本陣通５丁目８７－１ 

電話：（０５２）４６２－９５５３  FAX：（０５２）４６２－９５５０ 

 

・ナーシングホーム寿々 一宮（施設内） 

   〒４９１－０８２３ 愛知県一宮市丹陽町五日市場字定福寺３２番 

   電話：（０５８６）８１－１５６０  FAX:（０５６８）８１－１５６１ 

 

    ・ナーシングホーム寿々 鴻ノ巣（施設内） 

   〒４６８－０００３ 愛知県名古屋市天白区鴻ノ巣１丁目１９０３番 

   電話：（０５２）６８０－８８０１  FAX:（０５２）６８０－８８０２ 

 

    ・ナーシングホーム寿々 上志段味（施設内） 

   〒４６３－０００１ 愛知県名古屋市守山区大字上志段味字稲堀田新田１８４９－０１ 

   電話：（０５２）７２５－９４０２  FAX:（０５２）７２５－９４０３ 

 



 

 

   ・ナーシングホーム寿々 岩塚（施設内） 

   〒４５３－０８６２ 愛知県名古屋市中村区岩塚町 1 町目 4 番地 

   電話：（０５２）４８５－５８３２  FAX:（０５２）４８５－５８３３ 

 

   ・ナーシングホーム寿々 浄水（施設内） 

   〒４７０－０３４３ 愛知県豊田市定町南平１５３ 

   電話：（０５６５）４１－８５５５  FAX:（０５６５）４１－８５５６ 

 

 ・優輪ケアプラン 

   〒４７０－０２３２ 愛知県みよし市黒笹いずみ１丁目１２番地の１ AMI 加納Ⅰ １－３ 

   電話：（０５６１）３６－９３３３  FAX：（０５６８）３６－９３３４ 

 

   ・優輪ケアステーション 訪問介護事業所 

   〒４６３－０００２ 愛知県名古屋市守山区大字中志段味字富士塚２３８４番地の１ 

             グラン・ボナール １－E 

   電話：（０５２）７３６－６１７７  FAX：（０５２）７３６－９１７７ 

 

・株式会社 寿々 研修センター 

   〒４５３－００４４ 愛知県名古屋市中村区鳥居通 4 丁目 48 TR ビル 3 階 

   電話：（０５２）４１４－７７０５  FAX：（０５２）４１４－７７０６ 

 

 

（２） 実地研修提携先としては以下の場所とする 

    ・ナーシングホーム寿々 一宮 

   〒４９１－０８２３ 愛知県一宮市丹陽町五日市場字定福寺３２番 

   電話：（０５８６）８１－１５６０  FAX:（０５６８）８１－１５６１ 

 

    ・ナーシングホーム寿々 鴻ノ巣 

   〒４６８－０００３ 愛知県名古屋市天白区鴻ノ巣１丁目１９０３番 

   電話：（０５２）６８０－８８０１  FAX:（０５２）６８０－８８０２ 

 

   ・ナーシングホーム寿々 上志段味 

   〒４６３－０００１ 愛知県名古屋市守山区大字上志段味字稲堀田新田１８４９－０１ 

   電話：（０５２）７２５－９４０２  FAX:（０５２）７２５－９４０３ 

   ・ナーシングホーム寿々 岩塚 

   〒４５３－０８６２ 愛知県名古屋市中村区岩塚町 1 町目 4 番地 

   電話：（０５２）４８５－５８３２  FAX:（０５２）４８５－５８３３ 

 

   ・ナーシングホーム寿々 浄水 

   〒４７０－０３４３ 愛知県豊田市定町南平１５３ 

   電話：（０５６５）４１－８５５５  FAX:（０５６５）４１－８５５６ 

 

   ・サービス付き高齢者向け住宅 欅 

   〒４５９-８０１６ 愛知県名古屋市緑区南大高四丁目 1003 番地 

   電話：（０５２）６２９-７５８０ 

 



 

 

   

 ・さくらはうす 

   〒４６５－００６４ 愛知県名古屋市名東区大針 2 丁目 250 番地 

   電話：（０５２）７３４－２３０７ 

  （※）上記以外で受講生が実地研修先を確保することも可能とする。 

 

（受講対象者） 

第５条 介護業務従事者及び、介護業務の従事を志す者のうち不特定多数の高齢者及び障がい児・

者等に喀痰吸引等を実施しようとする者。 

 

 

（実施する研修課程及び担当講師） 

第６条 

（１） 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第一号研修及び第二号研修を実施 

（２） 第一号研修と第二号研修の基本研修（講義、演習）は同一カリキュラムとする。 

（３） 講義担当講師は講習終了者１名以上が１科目以上を担当する。 

（４） 演習担当講師は講習修了者１名以上で担当する。 

（５） 演習はグループ単位とし、１グループの受講生の最大人数は５名とする。 

（６） 研修のカリキュラムは次の通りとする。 

 

 

 

 

１ 基本研修（講義）                            （単位：時間） 

大項目 中項目 １号研修

科目番号 

２号研修

科目番号 

必要時間 

１ 人間と社会 （１）個人の尊厳と自立 １０１ ２０１ ０．５ 

（２）医療の倫理 １０１ ２０１ ０．５ 

（３）利用者や家族の気持ち、説明と同意 １０１ ２０１ ０．５ 

合計   １．５ 

２ 保健医療制度とチー

ム医療 

（１）保健医療に関する制度 １０２ ２０２ １ 

（２）医行為に関する法律 １０２ ２０２ ０．５ 

（３）チーム医療と介護職との連携 １０２ ２０２ ０．５ 

合計   ２ 

３ 安全な療養生活 （１）たんの吸引や経管栄養の安全な実施 １０３ ２０３ ２ 

（２）救急蘇生法 １０３ ２０３ ２ 

合計   ４ 

４ 清潔保持と感染予防 （１）感染予防 １０４ ２０４ ０．５ 

（２）職員の感染予防 １０４ ２０４ ０．５ 

（３）療養環境の清潔、消毒法 １０４ ２０４ ０．５ 

（４）滅菌と消毒 １０４ ２０４ １ 

合計   ２．５ 

５ 健康状態の把握 （１）身体・精神の健康 １０５ ２０５ １ 

（２）健康状態を知る項目（バイタルサインなど） １０５ ２０５ １．５ 

（３）急変状態について １０５ ２０５ ０．５ 

合計   ３ 

６  高齢者及び障がい

児・者の「たんの吸引」

概論 

（１）吸引のしくみと働き １０６ ２０６ １．５ 

（２）いつもと違う呼吸状態 １０６ ２０６ １ 

（３）たんの吸引とは １０６ ２０６ １ 

（４）人工呼吸器と吸引 １０６ ２０６ ２ 



 

 

（５）小児の吸引について １０６ ２０６ １ 

（６）吸引を受ける利用者や家族の気持ちと反応、

説明と同意 

１０６ ２０６ ０．５ 

（７）呼吸器系の感染と予防（吸引と関連して） １０６ ２０６ １ 

（８）たんの吸引により生じる危険、事後の安全確

認 

１０６ ２０６ １ 

（９）急変・事故発生時の対応と事前対策 １０６ ２０６ ２ 

合計   １１ 

７  高齢者及び障がい

児・者の「たんの吸引」

実施手順解説 

（１）たんの吸引せ用いる器具・器材とそのしくみ、

清潔の保持 

１０７ ２０７ １ 

（２）吸引の技術と留意点 １０７ ２０７ ５ 

（３）たんの吸引に伴うケア １０７ ２０７ １ 

（４）報告及び記録 １０７ ２０７ １ 

合計   ８ 

８  高齢者及び障がい

児・者の「経管栄養」概

論 

（１）消化器系のしくみとはたらき １０８ ２０８ １．５ 

（２）消化・吸収とよくある消化器の症状 １０８ ２０８ １ 

（３）経管栄養法とは １０８ ２０８ １ 

（４）注入する内容に関する知識 １０８ ２０８ １ 

（５）経管栄養実施上の留意点 １０８ ２０８ １ 

（６）小児の経管栄養について １０８ ２０８ １ 

（７）経管栄養に関係する感染と予防 １０８ ２０８ １ 

（８）経管栄養を受ける利用者や家族の気持ちと反

応、同意と説明 

１０８ ２０８ ０．５ 

（９）経管栄養により生じる危険、注入後の安全確

認 

１０８ ２０８ １ 

（１０）急変・事故発生時の対応と事前対策 １０８ ２０８ １ 

合計   １０ 

９高齢者及び障がい

児・者の「経管栄養」実

施手順解説 

（１）経管栄養で用いる器具・器材とそのしくみ、

清潔の保持 

１０９ ２０９ １ 

（２）経管栄養の技術と留意点 １０９ ２０９ ５ 

（３）経管栄養に必要なケア １０９ ２０９ １ 

（４）報告及び記録 １０９ ２０９ １ 

合計   ８ 

合計時間   ５０．０ 

２ 基本研修（演習） 

行為 １号研修

科目番号 

２号研修

科目番号 

必要回数 

たんの

吸引 

口腔内の喀痰吸引（通常手順） １２１ ２２１ ５回以上 

鼻腔内の喀痰吸引（通常手順） １２２ ２２２ ５回以上 

気管カニューレ内部の喀痰吸引（通常手順） １２３ ２２３ ５回以上 

口腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） １４１ ２４１ ５回以上 

鼻腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） １４２ ２４２ ５回以上 

気管カニューレ内部の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） １４３ ２４３ ５回以上 

経管 

栄養 

胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 １２４ ２２４ ５回以上 

経鼻経管栄養 １２５ ２２５ ５回以上 

救急蘇生法 １２６ ２２６ １回以上 

 

 

３ 実地研修 

行為 １号研修

科目番号 

２号研修

科目番号 

必要回数 

たんの

吸引 

口腔内の喀痰吸引（通常手順） １３１ ２３１ １０回以上 

鼻腔内の喀痰吸引（通常手順） １３２ ２３２ ２０回以上 



 

 

気管カニューレ内部の喀痰吸引（通常手順） １３３ ２３４ ２０回以上 

口腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） １４４ ２４４ １０回以上 

鼻腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） １４５ ２４５ ２０回以上 

気管カニューレ内部の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） １４６ ２４６ ２０回以上 

経管 

栄養 

胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 １３４ ２３３ ２０回以上 

経鼻経管栄養 １３５ ２３５ ２０回以上 

（入学時期） 

第７条 各開催時期による。 

（１） 基本研修及び実地研修の実施の場合 

毎月開催とする。 

 

 

（受講生徒定員及び学級数） 

第８条 受講定員は１講座あたり１名から最大１０名（１学級）とする。なお、研修開催場所によ

り指定の人数に限る。 

 

 

（休業日） 

第９条 休業日は以下の通りとする。 

（１）年末年始  １２月２９日～１月３日 

（２）その他、養成施設の長が必要と認める場合には休業日を設定することがある。  

（受講資格） 

第１０条 受講対象者は、次の通りとする。 

（１）第５条の要件を満たし、介護の出来る健全な心身である１６歳以上の者。  

（２）演習を含む全ての過程を独力で修了することが可能な者。  

 

 

（研修の一部履修免除） 

第１１条 当会で実施する研修以外の喀痰吸引等に関する研修等の受講履歴、その他受講者の有す

る知識及び経験を勘案した結果、相当の水準に達していると認められる場合には、当会

で実施する研修の一部を履修したものとして取り扱うこととし、以下に定める者の場合

には、以下の履修の範囲とする。 

 

（１） 介護福祉士の養成課程の中で、医療的ケア（実地研修を除く）の科目を履修した者。          

⇒（履修の範囲）基本研修。 

（２） 介護福祉士の養成課程の中で、医療的ケア（実地研修を含む）の科目を履修した者           

⇒（履修の範囲）基本研修及び実地研修。  

（３） 「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて」（平成２２年４月１日

医政発第０４０１第１７号 厚生労働省医政局長通知）に基づくたんの吸引等を適切に

行うために必要な知識及び技術に関する研修を修了した者。                      

⇒（履修の範囲）基本研修の演習のうち「口腔内の喀痰吸引」。 

実地研修のうち「口腔内の喀痰吸引」。 

（４） 平成２２年度に厚生労働省から委託を受けて実施された「介護職員によるたんの吸引等

の試行事業（不特定多数の者対象）の研修（平成２２年度老人保健健康増進等事業「介

護職員によるたん吸引等の試行事業の研修のあり方に関する調査研究事業」）を修了し

た者。                                                        



 

 

⇒（履修の範囲）基本研修（講義）、基本研修（演習）。  

               実地研修（上記研修において修了した行為に限る）。  

  （５）「平成２３年度介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業」の実施につ

いて」（平成２３年１０月６日老発第１００６号第１号 厚生労働省老健局長通知）

に基づく研修を修了した者。                           

⇒（履修の範囲）基本研修（講義）（筆記試験に合格した者に限る）。 

             基本研修（演習）。  

             実地研修（上記研修において修了した行為に限る）。 

（５） 平成２４年度以降に登録研修機関（１，２号）において、たんの吸引等研修を受講

され、修了証（或いは一部履修証明書）をもつ者。                        

⇒（研修の範囲） 

        a 二号研修修了者 基本研修（講義）、基本研修（演習）                 

実地研修（上記研修において修了した行為に限る）  

b 一部履修証明書持参者 

                                   履修した科目 

                

 

 

（受講者の選考） 

第１２条 受講選考実施規定によって選考し、受講証を送付する。受講選考実施規定は次のとおり

とする。 

（１） 心身共に健康で自己研鑽意欲が高く、独力で全ての修了認定科目を履修出来ると当会が

判断する者但し、定員に達した場合は受付終了とする。 

（２） 研修の一部免除の場合は、それを証するものの写しも同時に提出のこと。 

 

 

（受講料） 

第１３条 受講料は次の通りとする（消費税・筆記試験料・テキスト代含む）。 

 

受講予定者の希望する研修 受講料 

１号及び２号基本研修（講義、演習） １００，０００円（事務手数料ならびに損害保険料含む） 

１号実地研修（当会仲介先施設） ８０，０００円（事務手数料ならびに損害保険料含む） 

２号実地研修（当会仲介先施設）／１科目 １６，０００円（事務手数料ならびに損害保険料含む） 

人工呼吸器装着者（当会仲介先施設） ２７，０００円（事務手数料ならびに損害保険料含む） 

実地研修（受講生が研修先を確保する場合） １０，０００円（事務手数料ならびに損害保険料含む） 

補講（講義） 欠席時間数（０．５時間単位）×１，０００円  

補講（演習） １科目につき１０，０００円 

補講（実地研修） 追加１日につき１０，０００円 

（※）受講生の自己都合により受講の中止をされた場合、受講料の返金は行わないものとする。  

（※）実地研修に関わる経費（交通費・食費等）は受講生負担とする。  

 

２ 下記の者は受講料を値引くことができる。 

（１） ２名以上同時に申込みした者は受講料を各々５，０００円割引する。  

（２） 本研修修了生の紹介により申込みした者は受講料を５，０００円割引する。 

（３） 受講料を分割納入（2 分割）とする場合、分割事務手数料２，０００円を割増しとする。 

 



 

 

（受講申込手続き） 

第１４条 受講申込手続きは以下の通りとする。 

（１） 開講日の 2 週間以上前から募集を行う。なお、応募者多数の場合は申込用紙の先着順と

する。 

（２） 指定の申込用紙に必要事項を記載し提出する。  

（３） 受講を許可された者は、受講決定通知が届いてから原則３日以内に受講料を納入しなけ

ればならない。３日以内に納入が確認されない場合は、受講辞退として取扱うことがで

きる。（振り込みの場合、振込手数料は、受講予定者負担とする。）  

（４） 分割納入は２回とし、分割納入を希望する受講予定者は、あらかじめその旨を当会に申

し出た上で行う事が出来る。分割納入の場合、第１回目の入金が確認されてから「喀痰

吸引研修テキスト」を発送し、第２回目の入金が確認されてから演習に進めるものとす

る。 

 

 

回数 期日 基本研修・実地研修希望者 基本研修のみ希望者 

１回目 当会が指定する期日まで １１０，０００円 ６８，０００円 

２回目 最終日２週間前まで ７２，０００円 ４４，０００円 

（※）分割事務手数料として１回目の納入時に２，０００円徴収する。  

 

 

（受講申込締切） 

第１５条 申込締切日は開校３日前とする。ただし申込締切日以降でも、受講申込募集定員に達し

ていない場合は、当会の判断により申し込みを受け付ける事ができるものとする。  

 

 

（受講の決定） 

第１６条 受講予定者が受講決定通知を受け取った後、受講料の納入または分割納入の確認をもっ

て受講の決定とする。 

 

 

（受講生の本人確認） 

第１７条 研修初日において、次に掲げるいずれかの掲示により研修受講者が本人である事を確認

する。 

・戸籍謄本 

・戸籍抄本 

・住民票 

・健康保険証 

・パスポート 

・年金手帳 

・運転免許証等の公的証明書 

 

 

 

 

 

 



 

 

（研修実施体制） 

第１８条 

（１）喀痰吸引等実施委員会 

当会は、研修の実施及び修得程度の審査を公正かつ適正に行うための体制として、連

携する医師１名以上、研修講師１名以上、経理担当者１名以上により構成される｢喀痰

吸引等研修実施委員会｣（以下｢研修委員会｣という。）を設置し、定期的に会議を開催

するものとする。 

（２）研修委員会の所管事務 

① 研修実施計画の策定に関すること 

② 受講生の進捗状況の管理に関すること 

③ 研修教材の選定に関すること 

④ 筆記試験に関すること 

⑤ 実地研修に関すること 

⑥ 研修の安全管理体制に関すること 

⑦ 損害賠償保険制度の加入に関すること 

⑧ その他研修の実施に関すること 

（３）研修実施計画 

研修委員会は、研修の実施に先駆けて、具体的な研修実施計画を策定する。 

研修実施計画の内容は、研修実施日程、研修実施場所、研修委託の有無、受講定員、

研修講師数、研修教材等設備調達方法、資金運用方法、修得程度審査方法、その他当

該喀痰吸引等研修に関し必要な事項等を含むものとする。ただし、業務規程との整合

性を図り、その策定単位は、研修実施期間や実施年度、実施場所等を勘案し策定する

こと。 

また、策定した研修実施計画は、当会の責任者、管理者及び法人代表の承認を得るこ

ととする。 

 

 

（研修実施方法） 

第１９条 

（１）筆記試験 

筆記試験の事務については、研修委員会において策定した筆記試験問題の作成、筆記試

験の実施、審査判定等の実施を行う。 

 

（２）演習 

演習はグループ単位とし、１グループは最大５名までとする。その際の各グループの担

当講師は１グループにつき１名以上とする。 

 

（３）実地研修 

実地研修の実施においては、次の各号のすべてに該当する場合に、実地研修をすること

とする。なお、次の各号すべてに該当し、実地研修を委託等する場合は。 

① 利用者本人（実地研修協力者）のたん吸引等について医師から指示書が出されている。 

② 利用者本人（実地研修協力者）とその家族が実地研修の実施に協力できる。 

③ 医療・介護等関係者による連携体制がある。 

④ 介護職員等数名につき１人以上の指導看護師（原則 国や県主催の指導看護師講習（不特

定の者対象）を修了していること。准看護師は不可）の配置が可能である。         

※訪問看護事業者にあたっては訪問看護事者との連携の上、実地研修の場において介護



 

 

職員等数名のつき１人以上指導看護師の確保が可能である場合を含む。 

⑤ 有料老人ホーム、グループホーム、障がい者（児）施設等においては、常勤の看護師の

配置または医療連携体制加算をとっている。 

⑥ 過去５年以内に都道府県から介護保険法第９１条の２に基づく勧告、命令および第９２

条に基づく指定の効力の停止（障害者自立支援法、児童福祉法等による同様の勧告等を

含む）を受けたことがない。 

⑦ 施設/事業者の責任者及び職員が実地研修の実施に協力できる。 

⑧ 利用者の健康状態について、配置医または、実施施設と連携している医師、指導看護師

及び介護職員等の参加のもと、技術の手順書が整備されている。 

⑨ 実施施設の施設長が最終的な責任をもって安全の確保のための体制の整備を行うため、

施設長の統括のもとで、関係者からなる安全委員会が設置されている。 

⑩ 指示書や指導助言の記録、実施の記録が作成され、適切に管理・確保されている。 

⑪ ヒヤリハット事例の蓄積・分析など、施設長、配置医または実施施設と連携している医

師、指導看護師、介護職員等の参加のもとで、実施体制の評価・検証を行うこと。 

⑫ 緊急時の対応の手順が定められ、その訓練が定期的になされているとともに、夜間をは

じめ緊急時に配置医または実施施設と連携している医師、指導看護師との連絡体制が構

築されている。 

⑬ 施設内の感染の予防等、安全・衛生面の管理に十分留意されている。 

 

 

（研修の認定方法） 

第２０条 

（１）基本研修（講義及び演習）の段階 

全ての講義を履修した後に実施した筆記試験により、総正解率が９割以上のものを合格

と認定する。 

 

（２）基本研修（現場演習）の段階 

     全てのケア等の種類ごとの実施回数以上の演習を実施した上で、評価表の全ての項目に

ついて講師の評価結果が、「介護職員によるたんの吸引及び経管栄養のケア実施の手引

きの手順通りにできている」となった場合に合格と認定する。 

   （３）実地研修の修了段階 

各ケアの種類ごとの実施回数以上の実地研修を実施した上で、評価表の全ての項目につ

いての医師または指導看護師等の評価結果が、「介護職員によるたんの吸引及び経管栄

養のケア実施の手引きの手順通りに実施できている」となった場合であって、次に掲げ

る基準をいずれも満たす場合に修了を認定する。 

一 当該ケアにおいて最終的な累積成功率が７０％以上であること。 

二 当該ケアにおいて最終３回のケアの実施において不成功が１回もないこと。 

 

 

（研修講師について） 

第２１条 

（１）当会の研修講師は別添の「講師一覧表」のとおりとする。 

 

（２）研修講師の履歴書について別添の｢喀痰吸引等研修 研修講師履歴書｣のとおりとする。 

 

 



 

 

（研修に必要な備品及び図書） 

第２２条 当会において、研修のために備えておくべき備品及び図書等については別添「備品一覧

及び図書目録」のとおりとする。 

※ 備品等の管理にあたっては、感染症予防等の衛生上の管理を徹底する。 

 

 

（安全管理体制に関する事項） 

第２３条 実地研修の実施において、ヒヤリ・ハット事例を蓄積し、研修委員会で、安全管理体制

について協議する。また、基本研修（講義）時にも事例を紹介し、安全管理について注

意を促し、介護職員等による喀痰吸引等の安全管理体制について促進する。 

 

 

（損害賠償保険の加入） 

第２４条 当会は、研修事業の実施に先駆けて、損害賠償保険制度（実地研修を保険対象に含むも

の）に加入し、実地研修の実施における安全確保措置として適切な対応を図る。 

 

 

（修了者の管理及び都道府県への報告） 

第２５条 

（１）修了者の管理 

研修受講者の研修受講進捗状況及び修了者の管理は、｢喀痰吸引等研修 研修修了者管理

簿｣により行う。 

（２）都道府県への報告 

当会は、喀痰吸引等研修について、愛知県に対して、研修修了証を受講生に発効後１か月

以内に「喀痰吸引等研修 研修修了者管理簿」及び、「喀痰吸引等研修実施結果報告書｣に

より報告するものとする。 

 

 

（業務に関して知り得た秘密の保持に関する事項） 

第２６条 

（１）基本的事項 

当会は、個人情報の保護の重要性を認識し、研修の実施に当たっては、個人の権利利益を侵

害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行う。 

（２）目的外利用・提供の禁止 

当会は、都道府県に研修実施状況を報告する場合を除き、研修の実施に際して知り得た個人

情報を研修目的以外のために利用し、又は第三者に提供しない。 

（３）複写、複製の禁止 

当会は、受講生の承諾がある場合を除き、本受講生から研修のために渡された個人情報が記

録された資料等を複写し、又は複製しない。 

（４）秘密の保持 

研修にたずさわる者は、研修実施に際して知り得た情報をみだりに他人に知らせてはならな

い。業務を廃止した後においても、同様とする。 

 

 

 

 



 

 

（業務の実施に係る帳簿及び書類の保存期限） 

第２７条 

（１）長期保存書類 

喀痰吸引等登録研修機関の登録、更新、変更に係る申請書、届出書及び添付書類並びに修了

者管理名簿は、永年保存とする。 

（２）５年保存書類 

前号に掲げるほか、業務に係る関係書類は、５年間保存する。 

（３）廃棄等 

関係書類の保存は、確実でかつ秘密が漏れることのない方法により行い、廃棄は、焼却その

他の復元することができない方法により行う。 

（４）業務の廃止の場合 

登録研修機関として廃止する場合は、修了者管理名簿を愛知県に引き継ぐものとする。 

 

 

（休学・復学） 

第２８条 受講生が疾病、事故、その他やむを得ない事由によって休学しようとするときは、

休学届にその事由を明らかにする書類（診断書等）を添えて提出し、当会の長の承

認を得なければならない。 

（１） 休学の期間は最長１年までとし、これを超える場合は退学しなければならない。 

（２） 第１項の規定により休学中の者が復学しようとする時は、復学願いを当会の長に提出

し、その許可を受けなければならない。 

 

 

（懲罰処分） 

第２９条 次の事由に該当する場合は退学とすることができる。  

（１） 研修に当たって提出した書類の虚偽記載及び研修誓約書の内容に違反した者。 

（２） 学習意欲に欠け、修了の見込みがないと認められる者。  

（３） 学習態度が悪く、カリキュラムの進行を妨げ、再三の指導にも関わらずこれに従

わない者。 

（４） 基本研修・実地研修において、遅刻・欠席を繰り返す等出席不良の者。  

（５） 個人情報保護法や社会福祉士及び介護福祉士法に基づき、守秘義務や信用失墜行

為防止義務、さらに誠実義務を果たさない者。 

（６） 利用者への加害行為・人権侵害行為を行う者。 

（７） 受講中の指摘に対して適切に対応しなかった者。  

（８） その他当研修の受講生として著しく不適切な言動が認められる者。  

２ 前項の事由によって、研修施設の長が退学処分を決定した者は、その決定に従うも

のとする。なお、受講料の未納金は退学の日までに全額を納入しなければならない。  

 

 

（欠席者の取扱） 

第３０条 遅刻・早退に関しては理由の如何に関わらず欠席扱いとする。  

   ２ 基本研修（講義、演習）の一部を欠席した者で、やむを得ない事情があると認めら

れる者については、補講を受けることができる。  

 

 

 



 

 

（補講・再試について） 

第３１条 やむを得ない事情で基本研修（講義、演習）の一部を欠席した場合は、補講を受け

ることによって、当該科目に出席したものとみなす。講義の補講は別日程にて受講

（要補講料）とし、演習の補講は別日程で実施（要補講料）とする。 

２ 実地研修の一部を欠席した場合は、後日改めて実施することとする。その際の研修

日程は研修先の長と相談し双方の合意により決定する。  

   ３ 筆記試験の再試は原則として１回限りとする。日程については別日程を設定し筆記

試験を実施する。 

 

 

（退学） 

第３２条 退学を希望する場合は、退学届を提出しなければならない。  

   ２ 退学した者が再び入学を希望する場合、第１４条および第１７条に定める手続きを

行うものとする。 

   ３ 研修施設の長は休学・復学の手続きを所定に期限までに行わなかった者は、退学を

命じることができる。 

   ４ 前各号に該当する場合、授業料は返還しない。  

 

 

（不慮の事態における対応） 

第３３条 不慮の事態により本研修が継続不可能となった場合、中止又は研修の延期の処置を

とる。延期に対しては延期になった同一授業及び実習を期間内で新たに日を定めて

行うものとする。 

 

 

（苦情等に関して） 

第３４条 本研修に関わる苦情等に関しては以下が窓口となり誠心誠意対応するものとする。  

苦情・相談窓口 

株式会社寿々      代表取締役  中村 充 

ひなたケアカレッジ   事務局長   磯田 達 

電話：（０５２）４６２－９５７６（受付時間 月曜日～金曜日  ９時～１７時） 

FAX：（０５２）４６２－９５７５（受付時間 ２４時間対応） 


